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はじめに

令和３年度は保険者機能アクションプラン（第５期）（令和３年度～令和５年度）の初年度にあた
ります。保険者機能アクションプラン（第４期）からの変更点が幾つかありますが、その１つとして
『「コラボヘルスの推進」のＫＰＩ設定』があります。

協会けんぽ全体のＫＰＩ

協会けんぽ全体として健康宣言事業所数を令和５年度末までに７０，０００事業所以上とする。
そのため、令和３年度の目標は５７，０００事業所以上とし、各支部においてもＫＰＩを設定する。

新潟支部のＫＰＩ
令和２年１０月１日時点での宣言事業所数から各支部の目標値を設定する。
新潟支部は令和３年度末までに５００事業所以上とする。
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保険者機能強化アクションプラン（第5期）のコンセプト

保険者機能強化アクションプラン（第5期）においても、協会けんぽの基本理念をこれまで以上に追及していく。

【基本使命】
保険者として、健康保険事業及び船員保険事業を行い、加入者の皆様の健康増進を図るとともに、良質かつ効率的な医療が

享受できるようにし、もって加入者及び事業主の皆様の利益の実現を図る。

【基本コンセプト】
■ 加入者及び事業主の皆様の意見に基づく自主自律の運営
■ 加入者及び事業主の皆様の信頼が得られる公正で効率的な運営
■ 加入者及び事業主の皆様への質の高いサービスの提供
■ 被用者保険のセーフティネットとしての健全な財政運営

協会の基本理念

第5期の事業運営の３つの柱

 保険者の基本的な役割であると
して、健全な財政運営を行うとと
もに、加入者の加入手続き・資
格管理や医療費及び現金給付
の審査・支払などを迅速かつ適
正に行う。

 あわせて、不正受給対策などの
取組を強化することにより、協会
けんぽや医療保険制度に対する
信頼の維持・向上を図る。

 また、これらの取組を実現するた
めには、基本業務の効率化・簡
素化を徹底することが不可欠で
あり、不断の業務改革を推進す
る。

基盤的保険者機能関係
 基本的な役割を確実に果たした上で、より発

展的な機能を発揮することにより、「Ⅰ.加入
者の健康度の向上」、「Ⅱ.医療等の質や効
率性の向上」、「Ⅲ.医療費等の適正化」を
目指す。

 具体的には、事業主や関係団体等とも連携
して、特定健診・特定保健指導やコラボヘル
スなどの保健事業の充実・強化に取り組むと
ともに、加入者・事業主のヘルスリテラシーの
向上を図る。

 また、ジェネリック医薬品の使用促進や医療
費等のデータ分析に基づく意見発信・働きか
けなどにより、質が高く無駄のない医療を実現
するとともに、加入者が正しい情報に基づき
適切に行動できるよう、協会けんぽの活動や
医療保険制度等に関する理解の促進を図る。

基盤的保険者機能と戦略的
保険者機能の本格的な発揮
を確実なものとするため、人材
育成による組織力の強化を図
るとともに、標準人員に基づく
人的資源の最適配分や支部
業績評価による協会けんぽ全
体での取組の底上げなど、組
織基盤を強化していく。

戦略的保険者機能関係 組織・運営体制関係

2

第107回全国健康保険協会運営委員会 資料3-4



○ 人事制度の適切な運用と標準人員に基づく人員配置、人事評価制度の適正な運用

○ 本部機能及び本部支部間の連携の強化 【新】
○ 内部統制の強化 【新】
○ 次期システム刷新構想【新】

保険者機能強化アクションプラン（第5期）における主な取組

（３）組織・運営体制関係

○ 健全な財政運営【新】
○ 現金給付の適正化の推進、効果的なレセプト点検の推進

○ 返納金債権発生防止のための保険証回収強化、債権回収業務の推進

○ 業務改革の推進【新】

（１）基盤的保険者機能関係

＜特定健診・特定保健指導の推進等＞
○ 特定健診実施率、特定保健指導実施率の向上（健診当日の初回面談の推進、情報通信技術の特定保健指導への活用）

○ 事業者健診データの取得率向上に向けた新たな提供・運用スキームの確立 【新】

○ 特定保健指導の質の向上（アウトカム指標の検討、協会保健師等に係る人材育成プログラムの充実・強化など） 【新】

○ 健康教育(特に身体活動・運動や食生活・栄養)を通じた若年期からのヘルスリテラシーの向上 【新】

＜重症化予防の対策＞
○ 現役世代の循環器疾患による突然死の重症化予防対策として、ＬＤＬコレステロール値などの検査値等にも着目した重症化予防対策の推進受診勧
奨の実施【新】

＜コラボヘルスの推進＞
○ 事業所カルテ・健康宣言のコンテンツ、健康宣言からフォローアップまでのプロセスの標準化など 【新】

○ 身体活動・運動に着目したポピュレーションアプローチ手法の確立や個別指導手法の検討 【新】

○ メンタルヘルスの予防対策の充実の検討【新】

＜医療費適正化、効率的な医療の実現等＞
○ ジェネリック医薬品の使用促進

○ 地域の医療提供体制への働きかけ、調査研究の推進 【新】
○ 医療保険制度の持続可能性の確保及び地域包括ケアの構築に向けた意見発信
○ 外部有識者を活用した調査研究の推進 【新】

＜インセンティブ制度＞
○ インセンティブ制度の着実な実施、実施状況の検証及び評価指標等の検討見直し 【新】

＜協会けんぽの活動等に対する加入者の理解促進＞
○ 広報資材の標準化やSNS等による効果的な広報の推進 【新】

（２）戦略的保険者機能関係
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新潟支部の現状

• 「にいがた健康経営宣言」 エントリー数（令和元年度から新しい仕組みのため令和元年度から）

令和元年度 ２２６事業所

令和３年度（２月末） ４０１事業所
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■ 2021認定事業所数
中小規模：7934事業所 大規模： 1801事業所（全国）
中小規模： 114事業所 大規模： 13事業所（新潟県）
中小規模： 103事業所 大規模： 6事業所（新潟支部）

■2020認定事業所数
中小規模：4723事業所 大規模：1481事業所（全国）
中小規模： 69事業所 大規模： 9事業所（新潟県）
中小規模： 64事業所 大規模： 4事業所（新潟支部）

■ 2019認定事業所数
中小規模：2503事業所 大規模： 821事業所（全国）
中小規模： 36事業所 大規模： 4事業所（新潟県）
中小規模： 31事業所 大規模： 2事業所（新潟支部）

※全国及び新潟県は健康保険組合等の他医療保険者を含む

新潟支部加入認定事業所において、
大規模部門はうち1事業所がホワ
イト500、中小規模部門はうち6
事業所がブライト500で認定

• 健康経営優良法人



H27～30年度
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R１年度～

けんこう職場
おすすめ
プラン

毎年３ヶ月限定で募集し、
健康づくりにチャレンジ！
延べ２，２６２事業所参加

< にいがた健康経営宣言 >

①事業主の健康経営宣言
②担当者の設置
③健診100％受診
④特定保健指導受け入れ
⑤受動喫煙対策
⑥職場の健康づくり

けんこう職場
おすすめ
プラン

企業独自
の取組み

にいがた健康経営宣言の変遷

期限の定めなし、①～⑥を必須事項
で取り組む！

健康づくりだけでなく特定保健指導
の受け入れ等を加え、より一層従業
員の健康維持・管理を行うために
「にいがた健康経営宣言」が出来ま
した。



エントリー拡大に向けたこれまでの取り組み
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・事業所の健康度が分かる「事業所チャート」の提供

・経済団体、県、市等と連携した「セミナー」の開催

・広報「広報誌・ＨＰ・メルマガ・新聞・テレビ・ラジオ」

・事例集の作成、配布

・保険会社と連携した訪問勧奨

・職員による訪問、電話勧奨や業務委託による電話勧奨 など



「にいがた健康経営宣言」の課題

• 事業主・経営者に健康経営の重要性をもっと多くの経営
者の方に理解してもらうには、どうしたらよいか。

• 健康経営の取組みを実践している事業所への支部サ
ポートとして（事業所チャート送付・けんこう職場おすすめ
プラン提供・優良法人認定制度申請サポートなど）の他、
どのようなサポートをしたらよいのか。

• 広報・周知をどのようにしたらよいか。（認知度UP）
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上記、課題における評議員の皆さまからの助言・提言をお願いいたします。
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令和３年度における健康経営宣言事業



支部による勧奨
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・加入事業所（３５，０００社）への文書勧奨（３月）
・電話勧奨（７，０００社） ※５、６月予定

・職員訪問（大規模事業所）

①周知・広報の強化（数の拡大）
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支部による動画を使った勧奨

■保険者機能強化予算で了承された下記事業について行う

・「にいがた健康経営宣言」についての基本情報や実践事業所の例を紹介する
・タイトル毎に動画を複数本作成する
※健康経営の取り組み（導入編）・健康経営優良法人認定に向けて（応用編）など

・動画１本あたり１０分程度とする（手軽に視聴できるように）

（３）事業所で受講できる健康経営セミナー 【新規】 3,630千円

目的
第2期データヘルス計画における下位目標（※）達成のため
※令和５年度内ににいがた健康経営宣言事業所を3,000事業所にする

対象 新潟支部加入事業所

実施時期 令和３年４月～通年

実施方法
会場まで足を運ぶ必要がなく受講できる健康セミナーを開催。YouTube等の動画で受講していただ
く。講義では「健康経営とはどのようなものか」といった導入編から「優良法人認定に向けて」の応
用編まで5タイプほど作成する。

期待される効果
令和３年度健康宣言事業所目標数の達成
健康宣言事業エントリー事業所の取組み内容向上
健康経営優良法人認定制度登録事業所数の増加

評価指標
健康経営宣言事業所の増加数
健康経営優良法人認定事業所数

<コラボヘルス事業経費（保健事業予算）>

①周知・広報の強化（数の拡大）



• 覚書を交わした４社

・アクサ生命保険 ・住友生命保険

・東京海上日動 ・明治安田生命

• ４社に対するレクチャー（随時実施）

• 上記４社との定期的な情報交換（随時実施）

・訪問状況の確認

・協会けんぽでの勧奨状況の共有

・ 保険会社営業マンによる「にいがた健康経営宣言」の勧奨
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保険会社による勧奨

①周知・広報の強化（数の拡大）
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商工会議所等経済団体と連携した勧奨

商工会議所 連携内容

新潟 会報誌への記事の掲載（４月予定）

三条 会報誌への記事の掲載（未定）

長岡 会報誌にエントリーシートを同封（４月）

新発田 セミナーの開催（後援） （２月）

新津 セミナーの開催（後援） （２月）

• 各会議所及び、会頭・副会頭との面談

• 各会議所による広報

• 各会議所によるセミナーの開催

（協会けんぽ後援） 全国健康保険協会新潟支部

①周知・広報の強化（数の拡大）



けんこう職場チャートの提供
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エントリー事業所へのフォロー

自己チェックリストの提供

健
診
結
果
デ
ー
タ
を
お
送
り
し
、
自
社
の
課
題
を

把
握
し
て
い
た
だ
き
ま
す
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自
社
の
取
り
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を
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ッ
ク
し
、
Ｐ
Ｄ
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サ
イ
ク
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を

回
し
て
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だ
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す
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②事業のブラッシュアップ（質の向上）



〈参考〉
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2019年1月 東京商工会議所 健康経営に関する実態調査 調査結果より抜粋
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機密性2

主催：日本健康会議／事務局：経済産業省 主催：新潟県 主催：新潟市

健
康
経
営
を
「
見
え
る
化
」

社
内
外
に
ア
ピ
ー
ル
！

健康経営の取り組みを行うにいがた健康経営宣言

全国健康保険協会新潟支部の加入事業所
健康保険組合、共済組合、国保組合等の

加入事業所

■健康経営宣言書の進呈
■けんこう職場おすすめプラン サポートキット進呈
（健康づくりメニュー、個人取り組みカードなど）

にいがた健康経営宣言にエン
トリーしていれば、ブロンズ
クラスに認定（要応募）

シルバー
クラス以上
提出書類の
省略可

※「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。

事業所の加入する保険者
と連携して健康づくりに
取り組むことが必要

※健康経営優良法人認定制度に申請する場合、加
入保険者と連携し取り組みを行うことが必要です。
詳しくは、加入保険者へお問い合わせください。

メリット メリット メリット

 健康経営優良法人として、経済産
業省のホームページに公表される

 認定ロゴマークを、企業HPや報告
書、名刺等に使用しアピールでき
る

 求職者や関係企業、金融機関など
から社会的な評価を受けられる

 優良法人認定を受けた企業を経営
的な面で優遇するサービス（融資
の優遇制度、公共工事入札の際の
加点等）が受けられる

 県知事名で登録証が交付される

 建設工事入札参加資格審査の加点
対象となる

 建設工事総合評価落札方式の加点
対象となる

 一定の要件のもと、健康づくり補
助金の交付を受けられる

 優良な取り組みを行う企業は、県
知事表彰を受けられる

 県ホームページ等の広報媒体等で、
企業の名称及び取り組みが紹介さ
れる

 普及啓発の記念品が贈呈される

 優良な取り組みを行う企業は優秀賞
として表彰される

 認定ロゴマークをホームページや名
刺等でアピールできる

 建設工事入札参加資格審査格付け時
に加点し優遇される

 市から健康づくりに関する情報提供
を受けられる

 健康づくりに関する健康講座の講師
派遣を受けられる

 体組成計等の健康関連機器の貸出を
受けられる

健康経営優良法人認定制度 にいがた健康経営推進企業 健康経営認定制度

事業所の加入する保険
者の「健康宣言事業」
に参加することが必要 取組みを申請して登録

中小規模法人部門大規模法人部門

にエントリー!

健康経営を推進する事業所を具体的な取り組みでサポートします。

■協会けんぽ新潟支部ホームページで公表
■健康経営優良法人認定制度の申請サポート

健
康
経
営
の
具
体
的
な

取
り
組
み
を
サ
ポ
ー
ト

2020/02
健康経営に関連する制度の関連図
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「健康経営優良法人2021」認定事業所一覧①（協会けんぽ新潟支部加入事業所）

19

※ 敬称略、登録上の住所地で記載（令和3年3月4日 現在）

■ 2021認定事業所数
中小規模：7934事業所 大規模： 1801事業所（全国）
中小規模： 114事業所 大規模： 13事業所（新潟県）
中小規模： 103事業所 大規模： 6事業所（新潟支部） ※全国及び新潟県は健康保険組合等の他医療保険者を含む

新潟支部加入認定事業所において、大規模部門はうち1事業所がホワ
イト500、中小規模部門はうち6事業所がブライト500で認定

事業所名称 所在地

株式会社丸山自動車 燕市

計 1社

事業所名称 所在地 事業所名称 所在地

医療法人泰庸会 新潟市 株式会社本間組 新潟市

一般社団法人新潟県労働衛生医学協会 新潟市 株式会社ブルボン 柏崎市

新潟マツダ自動車株式会社 新潟市 計 5社

事業所名称 所在地 事業所名称 所在地

伊米ヶ崎建設株式会社 魚沼市 日本海曳船株式会社 新潟市

大島電気株式会社 十日町市 ハーバーハウス株式会社 新潟市

株式会社　高舘組 上越市 三福運輸株式会社 新発田市

計 6社

中小規模法人部門（ブライト500）

大規模法人部門

大規模法人部門（ホワイト500）
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事業所名称 所在地

ＮＡ＆ＨＲコンサルティング　社会保険労務士 燕市

エコー金属株式会社 燕市

スワオメッキ有限会社 燕市

スワロー工業株式会社 燕市

一般財団法人　新潟健康増進財団 燕市

燕商工会議所 燕市

下村企販株式会社 燕市

株式会社明治屋 燕市

藤次郎株式会社 燕市

株式会社ケイ・アイ・オー 加茂市

株式会社　三友組 魚沼市

大栄産業株式会社 魚沼市

北越建設株式会社 魚沼市

あしなが保険株式会社 五泉市

株式会社　アークリード 五泉市

株式会社　越佐ロード 佐渡市

前佐渡運送　株式会社 佐渡市

下村工業株式会社 三条市

株式会社　藤田自動車 三条市

小柳建設株式会社 三条市

本間電機工業株式会社 三条市

有限会社エムズグラフィック 三条市

株式会社　イイキ 十日町市

株式会社　オスポック 十日町市

株式会社　新潟ソフトストラクチャ 十日町市

株式会社メイケン 十日町市

事業所名称 所在地

アイレック新潟　株式会社 上越市

株式会社　アイシン 上越市

株式会社　横瀬オーディオ 上越市

株式会社越後薬草 上越市

新井電機株式会社 上越市

ＥＩＣ保険エージェンシー株式会社 新潟市

あおやまメディカル株式会社 新潟市

アレーゼ新潟株式会社 新潟市

ヨコセAVシステム　株式会社 新潟市

株式会社　ハヤマ 新潟市

株式会社　プライムサポート 新潟市

株式会社　開新電気 新潟市

株式会社　村尾技建 新潟市

株式会社 大橋商会 新潟市

株式会社　達建設 新潟市

株式会社Ｅ＆Ｃマクロム 新潟市

株式会社シアンス 新潟市

株式会社タカヨシ 新潟市

株式会社川内自動車 新潟市

株式会社田中組 新潟市

株式会社福宝 新潟市

中小規模法人部門
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中小規模法人部門

事業所名称 所在地

蒲原瓦斯株式会社 新潟市

巻電設株式会社 新潟市

合同会社ＧＡＲＤＥＮ 新潟市

山崎ヒューマンコンクリート株式会社 新潟市

新潟メタリコン工業株式会社 新潟市

新潟空調株式会社 新潟市

新潟商工会議所 新潟市

新潟陸運株式会社 新潟市

星野電気株式会社 新潟市

双峰通信工業株式会社 新潟市

大洋工業株式会社 新潟市

保険システム株式会社 新潟市

北陸保全工業株式会社 新潟市

フジマ舗道株式会社 新発田市

株式会社 王紋電気 新発田市

株式会社　宮野食品工業所 新発田市

株式会社　三和商会 新発田市

株式会社　大堀商会 新発田市

昭栄印刷株式会社 新発田市

新発田商工会議所 新発田市

株式会社 聖籠第一設備 聖籠町

藤屋段ボール株式会社 聖籠町

藤木鉄工株式会社 聖籠町

パルス電子株式会社 村上市

株式会社　ヤマノイ 村上市

事業所名称 所在地

株式会社　ワイテム 村上市

株式会社　加藤組 村上市

株式会社　川上製作所 村上市

株式会社フォト・スタンプ新潟 村上市

村上商工会議所 村上市

エヌエスエレクトロニクス株式会社 長岡市

コンドウ印刷株式会社 長岡市

ソリマチ株式会社 長岡市

株式会社　システム・クリエイト 長岡市

株式会社　ナカノオート 長岡市

株式会社　居藤電機 長岡市

株式会社　古川広吉鉄工所 長岡市

株式会社　氣輪工業 長岡市

株式会社ソリマチ技研 長岡市

株式会社プランビー 長岡市

株式会社大原鉄工所 長岡市

株式会社良電社 長岡市

大原電業株式会社 長岡市

株式会社あんしん 湯沢町

株式会社森下組 湯沢町

株式会社やまと食品 南魚沼市

株式会社　保坂組 妙高市

株式会社山﨑建設 妙高市

計 97社
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エントリーシート ・ 健康経営宣言書



２年間の健診結果（前々年度と前々々年度）を基に、事業所ごとの健康に関する特徴や分析結果を、
協会けんぽ新潟支部全体との比較、および同業種で比較。 健康課題の把握にご利用ください！

※「職場けんこうチャート」は、原則、健診結果データが10名以上の事業所へ提供可 提供できない場合は新潟支部全体のデータをお送りします

「職場けんこうチャート」について

23


